
公  告 
 
 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１

年法律第１１７号。以下「法」という。）第７条第１項の規定により、野々市小

学校施設整備事業（以下「本事業」という。）を実施する民間事業者の選定につ

いて、次のとおり総合評価一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６第１項の規定

により公告します。 
 
 平成１９年１２月２１日 
 
 

野々市町長  粟  貴 章 
 
１ 総合評価一般競争入札に付する事項 
 （１）事業名称 野々市小学校施設整備事業 
 （２）事業場所 石川県石川郡野々市町本町５丁目１番地の１ 他 
          （野々市小学校敷地内） 
         石川県石川郡野々市町本町５丁目９番地の１ 他 
          （野々市町文化会館フォルテ駐車場用地） 
         石川県石川郡野々市町本町５丁目２９５番地 
          （野々市小学校プール敷地） 
 （３）事業期間 事業契約締結の日から平成３８年３月３１日まで 
 （４）事業概要 入札参加者は、開札及び審査の結果落札者とされた場合に 
は、仮契約締結の日までに特別目的会社を会社法（平成１７年法律第８ 
６号）に定める株式会社として設立し、PFI手法（BTO方式）により次 
の業務を行うものとする。 
ア 設計業務 
イ 建設業務 
ウ 工事監理業務 
エ 維持管理業務 

 （５）予定価格  ３,３３０,０００,０００円 
          （消費税及び地方消費税相当額を含まない。）            

 
 



 
２ 入札に参加する者に必要な資格 
 （１）入札に参加する者の構成等 
   ア 入札に参加する者は、単独企業（以下「入札参加企業」という。）又

は複数の企業で構成されるグループ（以下「入札参加グループ」とい

う。）とする。入札参加グループにより構成される場合には、入札参加

グループの代表企業（以下、「代表企業」という。）を定めなければな

らない。 
   イ 入札参加企業、代表企業又は構成企業（入札参加グループのうち、

代表企業以外の企業をいう。以下同じ。）が業務にあたらない場合には、

当該業務を実施させる企業を協力企業（以下「協力企業」という。）と

して明らかにしなければならない。 
   ウ 入札参加企業、代表企業及びすべての構成企業は、特別目的会社に

出資するものとし、特別目的会社は原則として野々市町内に設置しな

ければならないものとする。また、入札参加企業又は代表企業は、す

べての事業期間において出資者中最大の出資割合を有するものとする。 
   エ 入札参加者、代表企業及びすべての構成企業以外の者が特別目的会

社の出資者となることができるものとするが、すべての事業期間中に

おいて、当該出資者による出資比率は出資額全体の５０％未満とする。 
   オ 入札参加者は、そのすべての企業の担当業務（設計、建設、工事監

理、維持管理、その他業務）を明らかにすること。 
   カ 入札参加者は、事業者から請け負った業務について、事前に本町の

承諾が得られた場合には、当該業務を第三者に委託し、又は下請人を

使用することができるものとする。 
   キ 入札参加者は、特別目的会社への出資を行う者の名称を入札時に明

らかにすること。 
   ク 入札参加者は、本店、支店又は営業所の所在地が本町内にある企業

を、入札参加企業、代表企業、構成企業又は協力企業のいずれかとし

て、１社以上参加させること。 
   ケ 入札参加者は、建設業務を行う者の中に、主たる営業所の所在地が

石川県内にあり、過去１０年以内に、官公庁が発注した延べ床面積１,
０００㎡以上の学校施設又は類似施設の建築一式工事（新築、増築又

は改築）を元請（共同企業体にあっては代表者に限る。）で施工した実

績（竣工したものに限る。）がある企業を、少なくとも１社以上参加さ

せること。 
 （２）入札参加者の参加要件等 



    入札参加企業、代表企業、構成企業又は協力企業の参加要件について 
は、以下に掲げるとおりとする。 

   ア 入札参加時及び事業契約締結日までに施行令第１６７条の４の規定

に該当しない者であること。 
   イ 入札参加時及び事業契約締結日までに会社更生法（平成１４年法律

第１５４号）第１７条の規定に基づき更生手続き開始の申立てをなさ

れていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条

の規定に基づき再生手続き開始の申立てをしていない者であること。

ただし、再生計画の認可決定を得、かつ、再生計画取り消し決定を受

けていない場合を除くものとする。 
   ウ 入札参加時及び事業契約締結日までに会社法第５１１条の規定によ

る特別清算開始の申立てをされていない者又は破産法（平成１６年法

律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規定に基づく破産の申立て

をしていないものであること。 
   エ 入札参加時及び事業契約締結日までに野々市町指名競争入札参加資

格者の指名停止に関する要綱（平成１７年野々市町告示第１１３号）

に基づく指名停止期間中の者でないこと。 
   オ 法人税、事業税、消費税及び地方税を滞納していない者であること。 
   カ 野々市小学校施設整備事業事業者選定委員会（以下「事業者選定委

員会」という。）の委員が属する企業又は企業と資本面もしくは人事面

において関連のある者でないこと。 
   キ 本事業において入札参加企業又は代表企業、構成企業若しくは協力

企業のいずれの企業についても、他の入札参加企業又は代表企業若し

くは構成企業として参加していないこと。ただし、協力企業について

は、他の入札参加者の協力企業となることができるものとする。 
   ク 本町が本事業を実施するにあたり、アドバイザリー業務を委託する

下記に掲げる者と資本面又は人事面において関連のある者でないこと。 
     ・ 株式会社建設技術研究所 
     ・ シリウス総合法律事務所 
     ・ 株式会社学校文化施設研究所 
 
 （３）各業務を実施する企業の参加資格要件 
    入札参加企業、代表企業、構成企業及び協力企業のうち、設計、建設、 
工事管理、維持管理の各業務に主としてあたる者（落札者が設立する特 
別目的会社からこれらの業務を受託する者を含む。）は、それぞれ以下に 
掲げる要件を満たすものとする。なお、複数の要件を満たす者は、当該 



複数業務を実施することができるものとする。ただし、工事監理業務を 
行う者と同一の者又は相互に資本面又は人事面において関連のある者が 
建設業務を実施することはできないものとする。 

   ア 設計業務を行う者 
① 野々市町指名競争入札参加者等選定要綱（平成１７年野々市町告   
 示第１０８号。以下「選定要綱」という。）第５条に規定する建設コ

ンサルタント業務等の入札参加資格を有する者であること。 
② 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定に

基づく一級建築士事務所登録を行っていること。 
③ 入札書類の受付日までの期間に延べ床面積５,０００㎡以上で、完
工した学校施設の実施設計業務の実績を有する者であること。 

   イ 建設業務を行う者 
    ① 選定要綱第４条に規定する工事の入札参加資格を有する者である

こと。 
    ② 建設業法第３条第１項の規定により、建築一式工事、土木一式工

事、電気及び管工事につき特定建設業の許可を受けた者であること。

ただし、複数の企業で施工する場合には、施工する企業がそれぞれ

担当する業種の許可を受けていればよいものとする。 
    ③ 入札書類の受付日までの期間に延べ床面積５,０００㎡以上の学

校施設又は類似施設の建築一式工事について、完工した実績を有す

る者であること。なお、当該実績は、元請負人として受注し、かつ、

１の契約によりなされたものとし、共同企業体の構成員としての実

績の場合には、当該共同企業体の経営形態は、共同施工方式による

もので、当該共同企業体の構成員としての出資比率が５０％以上で

ある者に限るものとする。ただし、複数の企業で施工する場合には、

建築一式工事を施工する企業のうち、主たる企業が当該実績を有す

る者であることとする。 
   ウ 工事監理業務を行う者 
    ① 選定要綱第５条に規定する建設コンサルタント業務等の入札資格

を有する者であること。 
    ② 建築士法第２３条第１項の規定に基づく一級建築士事務所登録を

行っていること。 
    ③ 入札書類の受付日までの期間に延べ床面積５,０００㎡以上で、完

工した学校施設又は類似施設の工事管理業務の実績を有する者であ

ること。 
   エ 維持管理業務を行う者 



    ① 選定要綱第６条に規定する業務委託の入札参加資格を有する者で

あること。 
    ② 学校施設又は類似施設の維持管理業務を遂行する能力があると客

観的に認められる実績を有する者であること。 
 
３ 入札に関する手続 
 （１）入札公告及び入札説明書等の公表 
    平成１９年１２月２１日（金）に本事業の調達に係る入札公告を行い、 
併せて入札説明書等を本町公式ホームページ上において公表する。 

 （２）入札説明書等に関する第１回質問及び回答 
    入札説明書等に関する質問を以下のとおり受け付ける。 
   ア 受付期間 平成１９年１２月２１日（金）から平成２０年１月１８ 
日（金） 午後５時まで 

   イ 受付方法 入札説明書に基づき、電子メールにより提出すること。 
   ウ 回答   質問者の利益を害するおそれのあるものを除き、平成２ 
０年１月下旬に本町ホームページにおいて公表する。 

 （３）入札説明書等に関する第２回質問及び回答 
    入札説明書等に関する質問を以下のとおり受け付ける。 
   ア 受付期間 第１回質問への回答の日から平成２０年２月８日（金） 
 午後５時まで 

   イ 受付方法 入札説明書に基づき、電子メールにより提出すること。 
   ウ 回答   質問者の利益を害するおそれのあるものを除き、平成２ 
０年２月下旬に本町ホームページにおいて公表する。 

 （４）入札参加資格審査書類及び入札書類の受付期間、場所及び方法 
   ア 受付期間 平成２０年５月２日（金）から平成２０年５月９日（金）

までの午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで（最終日

は午後２時まで）とする。なお、野々市町の休日を定める条例（平成

２年野々市町条例第２３号）に規定する休日は除くものとする。 
   イ 提出場所 野々市町教育文化部 学校教育課 
   ウ 提出方法 持参すること。 
   エ 提出書類 入札説明書を参照すること。 
 （５）入札の手順 
   ア 提出された入札参加資格審査書類及び入札書類がすべて揃っている

ことを確認し、揃っていない場合には失格とする。 
   イ 入札参加資格審査書類及び入札書類がすべて揃っている入札参加者

の入札参加資格が本町の要求を満たしていることを確認し、満たして



いないと評価された場合には失格とする。 
   ウ 入札参加資格を満たしていると評価された入札参加者の入札書類に

ついて落札者決定基準に従い審査を行う。 
   エ 審査された入札参加者の入札書を開札する。開札は、入札参加者の

立会いのうえ、以下の日時及び場所において行うものとする。 
    ① 開札日時 平成２０年６月１８日（水） 午前１０時 
    ② 開札場所 野々市町役場３階 ３０２会議室 
   オ 入札書に記載する入札金額は、消費税及び地方消費税相当額抜きの

金額を記載すること。入札金額が本町の設定した予定価格を越えてい

る場合は失格とし、その場で当該入札参加者に通知する。なお、すべ

ての入札参加者の入札金額が予定価格を越えている場合でも、再度入

札は行わないこととする。 
   カ 入札説明書等で示す要件をすべて満たしている提案を行った入札参

加者の中から、施行令第１６７条の１０の２第１項に規定する総合評

価一般競争入札により落札者を決定する。 
   キ 本町は、落札者決定基準に基づき、事業者選定委員会による提案内

容の審査と入札価格を総合的に評価し、落札者を決定する。 
   ク 落札者となった入札参加企業又は代表企業に対して、平成２０年６

月下旬までに決定通知を行う。 
   ケ 事業者の募集、提案の評価及び選定において、最終的に入札参加者

がない、又はいずれの入札参加者の提案においても本町の財政負担の

縮減の達成が見込めない等の理由により、本事業を PFI事業として実
施することが適当ではないと判断された場合には、落札者を決定せず、

特定事業の選定を取り消すこととし、この旨を速やかに公表するもの

とする。 
 （６）ヒアリング等の実施 
   入札参加者に対し、事業提案書の内容に関するヒアリング等を実施する 
場合がある。 
  
４ 入札参加に関する留意事項 
 （１）入札説明書等の承諾 
   入札参加者は、入札書類の提出をもって入札説明書等及び追加資料の記 
載内容を承諾したものとみなす。 
 （２）費用負担 
   入札参加に際して必要となる入札に係る費用は、すべて入札参加者の負 
担とする。 



（３）入札保証金 
  免除する。 
（４）契約手続きにおいて使用する言語、通貨単位及び時刻 
  入札に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第  
 ５１号）に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 
 （５）著作権 
    提案書の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、本事業において

公表等が必要と認められるときには、本町は提案書の全部又は一部を使 
用できるものとする。また、契約に至らなかった入札参加者の提案につ

いては、本町による事業者選定過程等の説明以外の目的には使用しない

ものとする。 
（６）特許権等 
  提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国

の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、

工事材料、施工方法及び維持管理方法等を使用した結果生じた責任につ

いては、原則として入札参加者が負うものとする。 
（７）提案書の取扱い 
  入札参加者から提出された書類については変更できないものとする。

また、提出された提案書類のうち、契約締結に至らなかった入札参加者

の提案については、事業者選定後、入札参加者に返却する。 
（８）本町からの提示資料の取扱い 
  本町が提示する資料は、入札に係る検討以外の目的で使用することは

できないものとする。 
 
５ 入札の無効に関する事項 
 以下に掲げるいずれかに該当する入札書類については、無効とする。 
 （１）入札参加者の備えるべき参加資格のない者の提出した入札書類 
 （２）事業名及び入札金額のない入札書類 
 （３）代表企業名、構成企業名、協力企業名及び押印のない又は不明瞭な入

札書類 
 （４）事業名に誤りのある入札書類 
 （５）入札金額の記載が不明瞭な入札書類 
 （６）入札金額を訂正した入札書類 
 （７）一つの入札に対して同一の者がした二以上の入札書類 
 （８）入札書類の受付期間締切までに本町に到達しなかった入札書類 
 （９）公正な価格を害し、又は不正な利益を得るために明らかに連合したと



認められる者の提出した入札書類 
 （10）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第
５４号）に違反し、価格又はその他の点に関し、明らかに公正な競争を

不法に阻害したと認められる者の提出した入札書類 
 （11）予定価格を上回る価格を提示した入札書類 
 （12）その他入札に関する条件に違反した入札書類 
 
６ 落札者の決定 
 入札書類審査の結果に基づき、事業者選定委員会により選定された優秀提案

を踏まえ、本町が落札者を決定する。なお、総合評価点が同点の場合など優秀

提案が複数ある場合には、性能評価点が最も高い者を落札者とする。 
 
７ 落札者決定通知及び審査結果の公表 
 落札者の決定後、速やかに入札参加企業又は入札参加者の代表企業に対して

通知するとともに、審査結果を公表する。 
 
８ 契約手続き 
（１）契約の条件 
   落札者と本町は、契約の締結に関する基本協定締結に際し、基本協定書

の内容について提案書提出時に未定であったもの以外は変更しないものと

し、速やかに合意するとともに、特別目的会社設立後、速やかに仮契約を

締結するものとする。なお、本事業の契約締結については、法第９条の規

定により野々市町議会の議決を要するため、当該仮契約は、野々市町議会

において本事業の契約締結に係る議案が議決されたときに本契約となる。

ただし、本町は、当該議案が野々市町議会において議決されなかった場合

でも、仮契約の相手方に対していかなる責任も負わないものとする。 
 （２）契約の解除 
   落札者決定後、本事業の契約に係る議案の議決があるまでの間に、当該

落札者が２の各号に掲げるいずれかの要件を満たさなくなったときには、

当該仮契約を締結しない場合があり、又は仮契約を締結している場合には、

これを解除することがある。この場合、他の入札参加者と随意契約又は再

入札を行うことがある。 
 
９ その他 
 その他詳細については、入札説明書による。 


